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所得税法第1条 第1項 によれば,内 国に居所地またはその常居所を有する自然人 は,「所得税
の無制限的納税義務を負う」(unbeschrankteinkommensteuerpflichtig),と 規定 されている。
ここでいう 「自然人」(NatUrlic坤Personen)と は,そ の誕生か ら死亡 にいたるまでのすべて
の人間を意味 している。その納税義務 に関 しては,国 籍,年 齢および行為能力 は重要ではない。
法人および人的商事会社(合 名会社,合 資会社)に は所得税 は課せ られない。多数の法人,と
りわ け,資 本会社にたいしては法人税が課せられ る。法人税については,別 稿で考察すること
にす る。
さて,こ こでいう 「内国」(lnland)と はドイツ連邦共和国(以 下,単 にドイツと呼ぶことに
する)を 意味 している。 これには,そ こにおいて天然資源の探査や開発がおこなわれている場
合に限 り,ド イツに帰属する大陸棚部分 も含まれ る(所得税法第1条 第1項 第2文)。 ま.た租税
公課法第8条 によれば,あ る者が「住居」(Wohnung)を 維持 しかつ利用する意志を有 している
ことを推定させるような状況の もとで住居を占有 しているとき,こ の者はそこに 「居所地」
(Wohnsitz)を 有す ると規定 されている。さらに,租 税公課法第9条 により,そ こでの滞在が
一時的なものではない場合(通 常,6ヶ 月を超える期間;た だし,訪 問,休 養,療 養およびこ
れに類する私的目的での滞在の場合は1年)に,「 常居所」(gew6㎞licherAufenthalt)を 有す
るもの とされる。
なお,内 国に居所地 もまた常居所 も持たないすべての自然人は,「制限的納税義務を負 う」
(beschranktsteuerpflichtig)こ とになる。 この者については,所 得税法第49条 に掲げられて
いる一定の「内国所得収入」(inlandischeEinkUnfte)に ついてだけ,所 得税が課せられる一方,
無制限に納税の義務 を負 う者 については,そ の内国および外国のすべての所得,す なわち,そ
の 「全世界所得」(Welteinkommen)に ついて,ド イツの所得税が課せ られることになる。
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ところで,無 制限的納税義務者が外国で得た所得,あ るいは,制 限的納税義務者が内国で得
た所得については,一 方において,内 国の国庫による課税 と,他 方における外国の国庫 による
課税 という,同 一の所得にたい して二重の課税がなされ るという問題が生 じる。 この種の二重
課税 を回避するために,ド イツ連邦共和国は多 くの外国 との間で「二重課税防止協定」(Doppel-
besteurerungsabkommen)を 締結している。ここにおいて,個 々の所得について,両 締約国の
いずれに課税権が帰属 し,か つ,二 重課税がどのように回避 されるかが規律 されているのであ
る1)。なお,こ の問題の検討 については,別 稿を予定しているので,こ こでは,立 入 らない こと
にする。
(2)所得収入 とその算出原則
所得税法第2条 第1項 は,納 税義務者が獲得 した 「所得収入」(EinkUnfte)で,所 得税 に服










te)と 呼ばれ,残 りの4つ の所得種類 は 「超過所得収入」(UberschuBeinkUnfte)と 呼ばれてい
る。 これは,(1)か ら(3)までの3種 類の所得収入の算出基礎が「利益」(Gewinn)で あ り,(4)か ら
(7)までの4種 類の所得収入の算出基礎が 「収入獲得経費」(Werbungskosten)を 超 える収入の
「超過」(UberschuB)で あることを意味している(所 得税法第2条 第2項)。 さらに,所 得税









事業収入(総 額)一 事業経費二利益(純 額)
また,超 過所得収入は次のように算出される。
収入(総 額)一 収入獲得経費=超 過額(純 額)
ここでい う 「事業経費」(Betriebsausgaben)は,所 得税法第4条 第4項 において,「事業に
より引起 こされた出費」(Aufwendungen,diedurchdenBetriebveranlaBtsind)として定義
されている。これにたいして,「事業収入」(Betriebseinna㎞en)に ついては,所 得税法上 の定
義を欠いているが,し かし,こ れは 「事業によって発生する収益」(Ertrage,diedurchden
Betriebentstehen)と して解釈できるとされている4)。そして,こ のように解釈するとするなら
ば,こ れら事業収入 と事業支出という概念は商法上および簿記上の収益 と費用に合致する こと
になり,し たが って,事 業収入 と事業経費 との差額 としての「利益」(Gewinn)も 簿記上の概念
を意味するものと理解することができるのである5)。
さらに,こ こでい う「収入」(Einna㎞en)と は,所 得税法第8条 第1項 により,貨 幣 または
:貨幣価値で存在 しかつ所得税法第2条 第1項 第4号 ない し第7号 の所得収入種類の一つの枠内
において納税義務者に流入するすべての財貨 を意味 している。 また 「収入獲得経費」 とは,所
得税法第9条 第1項 により,収 入を獲得,確 保 そして維持するための出費 を意味 している。な
お,一 つの所得収入種類の枠内での事業経費 または収入獲得経費が事業収入または収入よ り大
となるときは,マ イナスの所得収入が生 じることになる。 これは,す べての所得収入種類 につ
いて統一的に 「損失」(Verlust)と 呼ばれる6)。
(3)所得収入の合計,所 得収入の総額,所 得,課 税対象所得
税額査定期間の所得収入 を加算 したものが 「所得収入の合計」(SummederEinkUnfte)と
呼ばれている(所得税法第2条 第3項)。 この税額査定期間内において納税義務者がプラス とマ
イナスの所得収入 を同時に受取っているとするならば,両 者の相殺計算がお こなわれる。 その
過程が 「損失補填」(Verlustausgleich)と 呼ばれている。所得収入の合計から 「高齢者免除額」
(Altersentlastungsbetrag)を 差引き,さ らに,所 得税法第34c条 第2項 および第3項 により,
外国で支払った租税 を控除して生 じる差額が 「所得収入の総額」(GesamtbetragderEinkUnf・
te)と 呼 ばれている(所 得税法第2条 第3項)。
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(Einkommen)と 呼ばれている(所 得税法第2条 第4項)。 そしてこの所得から児童非課税額




所得税の算出基礎を支配 している原則の一つに,所 得税法第11条 の 「流入 ・流出原則」(Zu
-undAbfluBprinzip)が ある。 これは所得税法第4条 第3項 の収入超過計算を支配する原則で
あ り,次 の ことを意味 している7》。




した が って,収 入 お よび支 出の税務上 の考慮時 点 に関 して は,「実際 の流入 と流出」(tatsachli・
cherZu-undAbfluB)が重要 とな る。 しか し,こ の原則が無 限定 的に適用 され るわ けで はな
い。この原則 適用 の最 も重 要な例外 が,所 得税法第11条 第1項 第4文 お よび第2項 第3文 にみ
られ る。 これ に よれ ば,所 得税 法 第4条 第1項 お よび第5条 の 「利 益 算:定 に関 す る諸 規 定」
(VorschriftenUberdieGewinnermittlung)はこれ によって影響 され ないので ある。 この こ
とは,利 益所得収 入 について は,単 純 な収入 ・支出計算 によってで はな く,「経営財産 」(Betriebs・
verm6gen:こ こで は純財産)の 比較 に よって,ま た は,費 用 と収益 の対 応 に よって算 出 され る
ことにな り,こ の場 合 には,流 入 ・流 出原則 は何 の役割 も演 じない,と い うことを意味 して い
る8)。
なお,「 規 則的 に繰 り返 され るJ(regelmaBigwiederkehrende)収入 お よび支出 は,そ の実
際 に流 入お よび流出 のあった暦 年で はな く,そ れ が経済的 に帰属す る暦 年 に受取 られ た もの ま
た は支払 われ た もの とみな され る(所 得税 法第11条 第1項 第2文)。
(5)税額査定 の形態
所得税 法 で は,「 個 人課税 の原則」(GrundsatzderIndividualbesteuerung)が適用 さ る。 す




別税額 査定の原則 」(GrundsatzderEinzelveranlagung)とも呼 ばれ てい る。 ただ し,こ の原
則 の例 外 として,配 偶者 の 「合算税額 査定」(Zusammenveranlagtmg)があ る。 ここでは,配
偶者 の所 得収入 をまず個別 に算 出 し,そ の後 に,こ れ を一 つの所 得収入 の総 額 に合 算す る。そ
して夫 婦が いわ ば一人 の納税 義務者 として取扱 われ るので ある(所 得税 法第26b条)。 この合算
税 額査定 とな らんで,所 得税 法第26a条 で は,夫 婦 にたい して 「税 額査定 の分離 」(getrennte
Veranlagung)が 規定 され てい る。
II.所 得収入の算定
(1)利益所得収入 の前提
三種類 の 「利 益所 得収入 」(GewinneinkUnfteNこ は,次 の よ うな共通 した前提 が基 礎 とされ
てい る9)。
(a)「 独 立性」(Selbstandigkeit):こ れ は自己の計算 と危 険負担 にお いて行 動す るこ とを意
味 してい る。
(b)「 持続性 」(Nachhaltigkeit):こ れ は 「反復 の意図」(Wiederholungsabsicht)を 有 して
い る ことを意味 してい る。 したが って,た とえ一回 限 りの行動 であ って も,反 復 の意 図が
確 認 で きれ ば,そ れ は持続性 を有 する もの とみな され る。
(c)「 利 益獲 得 の意 図」(Gewimerzielungsabsicht):これ は,「 経 済 的効 益 の獲 得 努 力」
(ErstrebeneineswirtschaftlichenVorteils)を意味 してい る。 実際 に利益 が獲得 される
か どうかは,原 則 的に は,関 係 ない。
(d)「 一般 的な経済取 引への参加 」(BeteiligungamallgemeinenwirtschaftlichenVer-
kehr):こ れは,経 営が その給付 を一般大 衆 すなわ ち不特 定多数 の人 々 に提 供 す る という
ことを意味 して いる。
さて,こ れ らの共通 した特徴 を有 す る三種類 の利益 と しての所 得収入 につ いて,以 下,そ の
内容 と算定方法 につ いてみ るこ とにす る。農業 お よび林業 か らの所得 収入 に は,と くに,農 業,
林 業,葡 萄栽培,造 園,野 菜 お よび苗木 の生産,お よび 自然 の力 を利用 す る草木 の栽 培事 業か
らの所得収 入す べてが含 まれ る(所 得税 法第13条 第1項 第1文)。 独立労働 か らの所 得収 入の
なかで重 要 な ものが,「 自由業 の活 動」(freiberuflicheTatigkeit)か らの所 得収入 で ある(所
得税 法第18条)。 この 自由業 の活動 は さらに二 つの グルー プに分類 され る。第一 のグル ープに
は,独 立 的 にお こなわれ る,経 済活動,芸 術活 動,文 筆 活動,教 授 お よび教 育的活動 が属 し,
9)Ebd.,S.52-53.
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第二のグループには,と くに,医 師,歯 科医,獣 医,弁 護士,公 証人,特 許弁理士,測 量技師,
経済監査士,税 理士,納 税代理人,保 健介護士,ジ ャーナ リス ト,通 訳,翻 訳家およびこれに
類 する職業が含 まれ る。
さて,営 業か らの所得収入である。これは,農 林業および自由業 を除 く「営利企業」(gewerb-
1ichesUnternehmen)か らの所得収入 を意味している(所 得税法第15条 第1項 第1号)。 これ
は,農 林業および独立労働 からの所得収入 と同様 に,独 立性,持 続性,利 益獲得意図および一
般的経済取引への参加 とい う四つの前提を基礎 としている。そして,営 業からの所得収入は,
さらに,営 業を営む個人企業(所 得税法第15条 第1項 第1号),共 同企業体(所 得税法第15条
第1項 第2号)お よび株式合資会社の個人的に責任 を負 う社員 として参加すること(所 得税法
第15条 第1項 第3号)か ら生 じる所得収入に分割される10)。
(2)利益 の算定 方法
農林 業,営 業 および独 立労働 か らの所 得収入 は,そ れ ぞれ,「 利 益」(Gewinn)に よって決定
され る。 これ はさ らに 「経常 的 な利 益」(laufenderGewinn)と「売却利 益」(Verausserungs-
gewinn)と に分類 され る。以下 で利益 とい うとき,と くに断 りのない ときに は,経 常利 益 を意
味 す る もの とす る。
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これ らの利 益算定 方法 の うちで最 も重 要 な ものが,所 得税 法第5条 に規定 され てい る,期 間
をおい ての「在 高比 較」(Bestandsvergleich)す なわち「経 営財産 の比 較」(Betriebsverm6gens-
vergleich)で あ る。 こうして算定 され る利 益概念 の基礎 的な定義 は,所 得税 法第4条 第1項 に
み るこ とが で きる。 これ によれ ば,「 利益」(Gewinn)と は,当 経済 年度末 にお ける経営 財産 と
前経 済年度 末 におけ る経 営財産 との 「差額 」(Unterschiedsbetrag)で あ り,こ れ に(私 的)引
出 しの価値 を加 え,か つ,こ れか ら(私 的)出 資の価値 を減 じた もので あ る。 こ こでい う経営
財産 とは,自 己資本 の下位勘 定(私 用勘 定 お よび利益勘定)を 含 む。「自己資本 」(Eigenkapita1)
とい う意味 で理 解 されて いる12》。
こう した期 末の純財産 で ある経営財産(二 自己資本)の 比 較 をつ うじての利 益算定 は,帳 簿
記帳 を用 いての利益算定 と もい うべ きもの とな る。商人 に適 用 され る所得税法 第4条 第1項 に
い う利益概念 は,こ の 「簿記 的な利益概念 と同一 」(identischmitdembuchhalterischen
Gewinnbegriff)と な る。 この ことは,「 利 益 とは,利 益算定 期間 の収 益 と費用 の差 引残 高 であ
る」(GewinnistderSaldoausdenErtragenundAufwendungenderGewinnermittlungspe・
riode)と い う ことを意 味 してい る13)。
シュネ ーロ ッホ(Schneeloch)は,こ うした利益概念 の同一性 を次 の ように説 明 してい る14)。
「所得税 法第4条 第1項 に よる在高 の増 加 はすべ て,収 益 に基 づいて い る。た だ し,そ れ
が私 的 な出資 に よって引起 こされた場合 は除 く。在 高 の減 少 はすべ て,費 用 に基づ いてい る。
ただ し,そ れが私的 な引出 しに よ り引起 こされ た場 合 は除 く。 した が って,在 高の増加 マ イナ
ス出資 は収益 を,ま た,在 高 の減 少 プラス引出 しは費 用 を生 ぜ しめる こ とにな る。
また,所 得税法第5条 の利 益概念 は,原 則 的 には,所 得税法第4条 第1項 の それに合致
する。ただ し,所 得税法 第5条 に よる利益概 念 に関 しては基準 性原則 が遵守 され なければ なら
ないの にた い して,所 得税 法第4条 第1項 による利 益算定 に際 してはそれが ない とい う点 に,
相違 がみ られ る。」
所 得税法第4条 第3項 による利 益算定 は,在 高 の比 較で はな く,「 収入 ・支 出計算:」(Einnah-
men一/Ausgabenrechnung)を内容 としてい る。 すなわ ち,こ こでは,利 益 は事 業収入 の事業
支 出 を超 える超 過(額)と して定 義 され てい る。事業 収入(こ れ は法律 において は定義 されて
いないので あ るが)と は,事 業活 動 の枠 内で生 じる収 入 と解 され る。事 業支 出 とは,事 業 によ
り 「引起 こされた」(veranlaBt)支 出 とされて い る(所 得税 法第4条 第4項)。
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よ る利益 算定 と「在 高比較」(Bestandsvergleich)に よ る利益算定 との間 の基本的 な差 異 は,前
者 が所得税 法第11条 の 「収 支原則」(Zu-undAbfluBprinzip)によって支配 さ られてい るの に
た い して,後 者 には簿記 を基礎 とす る 「適正 な期 間利益 の算定」(periodengerechteGewinner-
mittlung)の 原則が適 用 され ると ころにみ られ る15》。
所 得税 法第13a条 に従 った 「平 均率」(Durchschnittssatzen)に よる利 益算定 は,農 林業 の
広 い領 域 におい て適 用 されて い る。 この方 法に よる利 益 算定 の特 徴 は 「実際 に獲 得 され た」
(tatsachlicherzielte)利 益が算 出 され るので はな くて,事 業 の規 模 お よび構造 に とって 「典
型 的」(typisch)と み なされ る利益 が見積 られ ると ころ にあ る。 こう して見積 られ る利益 が,一
般 的 な原則 に基 づい て組 織 的 に計 算 され る利 益の60%な い し80%に 相 当 す る大 きさ とな るの
で,そ うした 方法 は 「隠 された助成 」(versteckteミubventionierung)につなが る と批判 されて
い る16)。
(3)利益算定方法の適用領域
所得税法第5条 第1項 第1文 は,「法律上の規定に基づき,帳 簿 を記帳 しかつ規則的に決算書
を作成する義務 を負っているか,も しくはそのような義務づけなしに帳簿 を記帳 しかつ決算書
を作成する営業者にあっては,経 済年度末 に経営財産が計上されなければな らず(第4条 第1
項第1文),か つ,そ れは商法上 の正規の簿記の諸原則に従 って表示されなければならない」と
規定 している。この規定により,所 得税法第5条 による在高比較 は,帳 簿を記帳 しかつ定期的
に決算書 を作成することを義務づけられている営業者 においてか,あ るいは,法 的義務づけは
な く,し たが って任意に帳簿を記帳しかつ決算書を作成する営業者において,お こなわれなけ
ればならないことになる。
帳簿記帳を義務づけられている者については,租 税公課法第140条 が次のように規定 してい
る。「税法以外の他の法律 により,課 税 にとり重要 となる,帳 簿 を記入 しかつ記録 をとらなけれ
ばな らない者 は,こ の他の法律により果たさなければならない義務 を課税目的に関 しても履行
しなければならない」。 ここでいう 「税法以外の他の法律 により」(nachanderenGesetzen)
規定されている帳簿記帳義務 としては,と りわけ,商 法典第238条 以下 に規定 されて帳簿記帳
義務をあげることができる。 こうした帳簿記帳義務 は他の法律(こ こでは商法)か ら派生 した
ものであるので,「派生的帳簿記帳義務」(abgeleiteteBuchfUhrungspflicht)と 呼ばれている17)。





めにも履行 されなければならないのである。 したがって,人 的商事会社(合 名会社および合資
会社)お よび資本会社(有 限会社お よび株式会社)は,商 法典第6条 第1項 により 「商人」
(Kaufleute)と みなされるので,同 様 に帳簿記帳が義務づけられる。また,協 同組合も商法に
いう商人 とみなされ るので(協 同組合法第17条 第2項),帳 簿記帳義務が生 じる。なお,営 業
者が租税公課法第140条 によるこうした派生的帳簿記帳義務 に服さない ときは,税 務上の 「本
源的な」(originare)帳 簿記帳義務が租税公課法第141条 から生 じる。これによる と,売 上高が
暦年において50万 ドイツ ・マルクを超 えていること,経 営財産が12万5千 ドイツ ・マルクを
超えていること,そ して営業からの利益が経済年度において4万8千 ドイツ ・マルクを超 えて
いることを前提 として,税 務上の帳簿記帳義務が生 じる。また,営 業者が派生的帳簿記帳義務
にもまた本源的帳簿記帳義務 にも服 さないとして も,「任意 に」(freiwillig)帳 簿 を記帳するこ
とができる。 この場合には,利 益算定 は所得税法第5条 の規定に従 うことになる。こうした任
意に帳簿記帳をおこなう営業者 としては,と くに,租 税公課法第141条 により,帳 簿記帳義務
のない 「小商人」(Minderkaufleute)と 「手工業者」(Handwerker)が 考 えられる18)。
こうした帳簿記帳 を義務づけられているか,あ るいは任意に帳簿 を記帳する営業者がその利
益を算定するときは,所 得税法の第4条 第1項 ではなく,商 法上の正規の簿記の諸原則 の適用
を内容 とする基準性原則の遵守を規定 している,第5条 が適用されることに注意する必要があ
る19)。つまり,帳 簿記帳 と利益計算 との関係,と くに簿記の計算構造が,算 出される「利益」を
合理化 している点に注意する必要があるということである。さらにいえば,こ の簿記の計算構
造 を説明する 「勘定理論」 もぞうした 「利益」を間接的に合理化する役割 を果た している点に
注意する必要があるということである。
なお,営 業を営む者が帳簿記帳 を義務づけられてお らず,か つ,こ の者が任意に帳簿記帳を
おこなうこともしないときは,こ の者はその利益 を所得税法第4条 第3項 による 「収入超過計
算」 によって算出することができる。
さらに,こ の者が このために必要な収入 と支出の記録 もおこなっていないときは,税 務官署
が この者 の利益 を,租 税公課法第4条 第1項 の利益計算の諸原則により「見積 る」(schatzt)こ
とになる20)。
(4)所得税法第4条 第3項 による収入超過計算
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ろである。 この原則は,し か しなが ら,所 得税法第L条 第3項 において,次 の二つの点で破 ら
れる。すなわち,一 方で,固 定資産たる 「償却性 の」(損 耗性の)経 済財 について,当 該経済財
の調達 または製造のための資金の流出は事業経費 として取扱われてはならない。つまり,「控除
しうるのは」(abzugsfahig),む しろ,減 価償却 一これは税法では「損耗 のための控除」(AfA)
または 「実体減少のための控除」(AfS)と 呼ばれている一だけなのである。 この限 りにおいて
は,在 高比較 による利益算定 との一致がみ られる。他方,固 定資産たる 「非損耗性 の」(nicht
abnutzbare)経 済財 にたいする取得原価 または製作原価は,支 払時においてではな く,当 該経
済財のその後の 「処分 または引出 し」(WeiterverauBerungoderEntnahme)に際 してはじめ
て事業経費 として考慮 されるのである21)。
←f)超 過所得収入
所得税法第2条 第1項 の第4号 から第7号 までの所得収入 に関 して,「収入」と「収入獲得経
費」との差額が 「超過額」(UberschuB)と 呼ばれる。収入 は,所 得税法第8条 第1項 に従って,
貨幣 または貨幣価値で存在 してお り,か つ,所 得税法第2条 第1項 の第4号 か ら第7号 までの
所得収入の枠 内において納税義務者に流入 して くるすべての財を意味する。そ してこれを経済
的にみれば,納 税義務者の ところで「財産の増加」(Verm6gensmehrung)カ §生 じていなければ
な らないことになる。その際,例 えば,時 間の経過 にともなう土地の価値上昇のような,単 な
る「価値の上昇」(Wertsteigerung)は ここでいう財産の増加 とはならないことに注意 しなけれ
ばならない。つまり,財 産の増加は収入 と結びつけられてお り,収 入 と結びつかない単なる価
値の上昇は財産の増加 にはならないとい うことである。 また,例 えば,家 主が屋根の修理を個
人的 におこなった結果 として生じる修繕費の節約のような,「節約された支出」(ersparteAus・
gaben)お よび個人的に与 えた貸付 けにたいする利子収入の放棄のような「受取る可能性 のある
収入の放棄」(Verzichtaufm6glicheEinnahmen)は,原則的には,収 入 とはならない。 さら
に,超 過所得収入の枠内で,「 流入」(ZufluB)が 存在 していなければならない。 これはとくに
「活動および給付にたいする代価」(EntgeltenfUrTatigkeitenundLeistungen)についてい
えることである。例 えば,住 宅や専門書のような,納 税義務者が超過所得収入 を獲得す るため
に利用 した経済財が 「売却処分」(verauBert)さ れるときは,こ うした流入は原則 として生じ
ない。なお,貨 幣およびその他の支払手段 は「名 目価値」(Nominalwert)で 評価 されなければ
ならない22}。




Erhaltung)の ための出費(Aufwendungen)で ある。 これは,そ れが引起 された所得収入の種
類の ところでそれぞれ控除されなければな らない(所 得税法第9条 第1項)。
このように,納 税義務者の財産から財貨が離れるとき,す なわち,財 産の減少が生 じるとき
に出費が生 じるのである。その際,例 えば,有 価証券の相場の下落 によってこうむる損失のよ
うな 「単なる価値損失」(bloBeWertverluste)お よび技術的または経済的利用により生じたも
のではない 「価値 の減少」(Wertminderungen),あ るいは 「個人的な労働給付」(pers6nliche
Arbeitsleistung)の 投入は,こ こでいう出費 とはみなされない。 というのは,そ こには貨幣ま
たは財貨の流出が欠 けているからである23》。
さらにこうした控除可能な収入獲得経費 として,所 得税法第9条 第1項 は,所 得収入の獲得
のために用いられる経済財の取得のために借入れた信用にたい して支払われる 「負債利子」
(Schuldzinsen)な らびに特殊な義務 を基礎 とする 「年金および永続 的負担」(Rentenund
dauerndeLasten)を 列挙 している。 また,所 得税法第9条 第1項 第2号 によれば,土 地所有に
ともな う租税,そ の他の公課および保険料が控除可能な経費 とされている。なお,不 動産 に関
わる租税には,土 地税 は属するが,「土地取得税」(Grunderwerbsteuer)は 属 さない。これは土
地の取得原価 に含められるのである。
所得収入獲得のために損耗性の経済財が利用されるときは,所 得税法第9条 第1項 第7号 に
より,取 得原価 または製作原価 を,原 則的には,「損耗にたいす る控除」(AfA)一 税法上の減価
償却 一をつうじて,収 入獲得経費 として控除することができる。ただし,こ の税法上の減価償
却は,損 耗性の可動的経済財については,所 得税法第7条 第1項 により,そ の取得原価 または
製作原価を利用期間にわたって均等に配分 しなければならない。 また,所 得税法第7条 第2項
において認められている「幾何一逓減的」(geometrische-degressive)な 償却 は,超 過所得 の算
定に際しては認められないのである。 というのは,こ の規定 は固定資産たる経済財にたい して
のみ適用可能であるからである。しかし,固 定資産 は「経営内部においてのみ」(nurinnerhalb
einesBetriebes)存 在 しているのである。 したがって,所 得税法第7条 第2項 の定率法による
減価償却(た だし,償却率30%を 上限 とする)は三つの「利益所得収入の種類」(GewinneinkU㎡ts-
arten)の 枠内においてのみ考慮されるにすぎず,四 つの「超過所得収入」(UberschuBeinkUnfte)
の内部 においては考慮 されないのである24)。
なお,簡 便化 という理由から,所 得税法第6条 第2項 と結合 した第9条 第1項 第2文 にした
がって,損 耗性の可動的経済財にたいする支出は,当 該経済財の取得原価 または製作原価が800
23)Ebd.,S.64,
24)Ebd.,S.69-70.
124『 明大商学論叢』第80巻 第3・4号 一(448)
DMを 超 えな い場合 には,そ の支 出がお こなわ れた年度 におい てその全額 を収 入獲得 経費 とし
て控 除す る こ とがで きる。
超 過所得収 入 の種類 の枠 内 におけ る「建物 にた いす る税 法上 の減価償却 」(AfAaufGebaude)
は,原 則 的 に は,所 得税 法第7条 第4項 第1文 第2号 に したが って測 定 され る。それ によれ ば,
1924年12月31日 よ り後 に完成 した建物 について は,減 価償 却 は,通 常,取 得 原価 また は製作 原
価 の2%と な り,こ れ よ り古 い建物 につ いては2.5%と なる。 これ を耐 用年数 で いえば,50年
と40年 に相 当す る。なお,所 得 税法第7c条,第7h条,第7i条,第7k条 およびい くつか
の特 別法 に よ り,特 定 の建 物 また は建:物部 分 にたい して,「 加速償 却 また は特別償 却」(erh6hte
AbsetzungenoderSonderabschreibungen)をお こな うことが認 め られ てい る。 こうした償却
は住 宅建設 の促進 を はか るた めの 「優 遇 的性格」(BegUnstigungscharakter)をもつ もの であ
る。25)。
(5)人的共同体の課税
所得税法 は「個別課税」(Einzelbesteuerung)の 原則によって支配 されている。すなわち,課
税されるのは,原 則 として,個 々の自然人だけである。 これにたいして,個 人 の集合(例 えば,
家族,相 続共同 また は人的会社)は 課税されない。ただし,こ の個別課税の原則が部分的に破
られるのは,夫 婦の 「合算申告」の場合だけである。 この場合,夫 婦の所得は個別課税の原則
にしたがって,ま ず は,個 別 に把握 され,そ れか ら夫婦の所得が合算され,そ のうえで,こ の
夫婦が一人の納税義務者 として取扱われるのである。 また,複 数の無制限的納税義務者が共同
して獲得 した ときは,こ の所得を特別の処理方法でその獲得に参加 した者に帰属す る金額に分
け,こ の部分金額が各納税義務者に帰算され,そ の個人の所得税測定の基礎 となる26)。
さて,共 同企業体についてである。人的組合の重要な形態が「共同企業体」(Mitunternehmer・
schaft)で ある。営業上の共同企業体について,所 得税法第15条 第1項 第2号 第1文 の規定に
よれば,営 業からの所得収入には,事 業の企業者(共 同企業者)と みなされる,合 名会社,合
資会社およびその他 の会社の社員の利益持分,お よび社員が会社 に勤務することによる自らの
活動 により,あ るいは貸付 をおこなうことにより,ま たは経済財の使用を委ねることによ り受
取 る報酬が含 まれると規定 されている。したがって,こ こでいう共同企業体 は,「人的商事会社」





gesellschaften)に は,と くに,民 法上 の組合 と 「非定 型的 匿名 組合」(atypischestilleGesell-
schaften)が 属 す る。 しか も,共 同企 業体が存在 し うるの は,利 益所 得収入 の共通 のメル クマー
ル(独 立性,持 続性,利 益 獲得の意 図,一 般 的な経済 的取引へ の参加)を 備 えてい る場合 だけ
であ る。27)。
所 得税 法第15条 第1項 第2号 は,共 同企 業体 にたい して,所 得税 法第5条 の「利 益概念 の重
大 な拡張 」(wesentlicheErweiterungdesGewimbegriffs)を含 んで い る。す なわち,こ れに
よれ ば,社 員が会社 に勤務 した ことに よるその活動 にたい して,あ るい は貸 付 をお こな った こ
とにた い して,あ るい は また,経 済財 の使用 を委 ねた こ とにた い して受取 った 「報酬」(Ver-
gUtung)は,当 該社員(組 合員)の 「利益持 分」(Gewinnanteil)(「 前受利 益」(Vorabgewinn)
また は 「利 益の前受 」(Gewi㎜[一Vorab))と して処理 され る。 こうした報酬 が商法上 は 「出費」
(Aufwendungen)と して処理 され る場合 に も,こ の こ とは妥当す る。 シュネー ロッホは,こ れ
を次 の ような例 をもって説 明 してい る28)。
例:
A,Bお よびCは,あ る合 資会社 の社 員 であ る。Aは この合資会社 に土地 を賃 貸 し,Bは
貸付 をお こない,そ してCは その業務執行 活動 に従事 し給 与 を受取 る。A,Bお よびCが
受取 る,賃 貸 料,利 子 お よび給 与 は,商 法上 は,こ の合資会 社 の「出費」(Aufwendungen)
とな るが,税 務 上 は各社 員 の 「前 受利益」(Vorabgewinne)と なる。
な お,人 的会社 の税務上 の利 益算定 の特殊性 につ いて は,別 稿 を予定 して いるので,こ こで
は,立 入 らない こ とにする。た だ し,商 法典第340g条 の「一般 的銀行 リス クにたいす る特別項
目」(SonderpostenfUrallgemeineBankenrisiken)の設定 にみ られ る ごと く,商 法上 の 「費
用 」(Aufwendungen)と 所得税 法上 の 「利 益」(Gewinne)と の区分 ・境 界 は相対 的 ・弾力 的で
あ る ことには注意 して お く必要が あ る。「利 益概念 の重大 な拡 張」とは,こ うした ことを意 味 し
てい る もの と理解 す るこ とがで きよ う29}。
27)Ebd.,S.72.な お,「 匿名 会 社(商 法典 第230条 以下)は,税 務 上,定 型 的(typische)な もの と非 定 型 的
(atypische)な もの とに 区分 され る。定型 的組 合 は,匿 名 者 が営 業 の成 果 にだ け参加 し,脱 退 また は清 算 に
際 して 秘密 積 立 金 に は参 加 しな い場 合 に生 じる。 その参 加 が 秘 密積 立 金 に まで 及 ぶ とき は,非 定 型 的 な 匿名
組 合 とい わ れ る。 共 同企 業 体 が 存在 す るの は,こ の非 定 型 的匿 名 組 合 の場 合 だ けで あ る。
28)Schneeloch,Dieter,BesteuerungundbetrieblicheSteuerpolitik,Band1:Besteuerung,a.a.0.,
S.72-73.
29)こ の 点 に つ い て は,拙 稿 「ドイ ツ負債 会 計 の新 展 開」,『明 大商 学 論 叢 』第77巻 第3・4号(1995年2月)
を参 照 され た い。
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III.課 税所得の算定
(1)所得収入の総額
所得税務上の測定基礎の確定 については,ま ず,「 所得収入の合計額」(所 得税法第2条 第3
項)が 算定されなければな らない。これは,納 税義務者のプラスの所得収入 とマイナスの所得
収入 との 「差引残高」(Saldo)で ある。こうした差引残高 を算出することが,「損失の補填」と、
呼ばれている。・そしてこの所得収入の合計額か ら 「高齢者免除額」を減 じた額が 「所得収入の
総額」と呼ばれる(所 得税法第2条 第3項)。 ここでいう高齢者免除額 とは,所 得税法第24a条
において規定 されているものであ り,税額査定期間の開始前 に64歳 になっている納税義務者に
たいしてだけ,こ れを受ける権利が認められてお り,労 働賃金の40%お よびその他の所得のプ




所得税法第12'条 により,原則的には,税務上,こ れを「控除す ることはできない」(nichtabzugfa-
hig)。
この支出は,所 得税法第10条 ないし第10h条 ならびに第33条 ないし第33c条 において規
定 されているものである。所得税法第10条 ない し第10b条 に掲 げられている支出は法律上「特
別支出」(Sonderausgaben)と 呼ばれている。所得税法第10c条 には特別支出の 「概算額での
控除」(pauschalenAbzug)に 関する規定が含まれてお り,所 得税法第10d条 ないし第10h条
に掲 げられている支出は,法 律上は特別支出とは呼ばれてはいないが,し かし,特 別支出 と同
様 に,控 除可能 なものである。 また所得税法第33条 ない し第33c条 には,「臨 時的負担」
(AuBergew6hnlicheBelastungen)の 控除に関する規定が含 まれている。
上記諸規定の下に含められるのは,事 業支出で もな く,ま た収入獲得経費で もないような支
出である。特別支出に関 して区別 されなければな らないのは,「予防 もし くは予備的費 用」
(Vorsorgeaufwendungen)と 予防 もしくは予備的な性格をもたない特別支出とである。さら





10e条 および第10f条)と が区別されている。なお,税 務行政上の手続 きを定めた 「所得税準






とき,す なわち,損 失が全額補填 されないときは,こ の補填 されなかった損失部分は,所 得税
法第10d条 の規定にしたがって,1,000万 ドイツ ・マルクを限度 として,過 去の年度(1年 前
と2年 前)の 所得収入の総額か ら控除され る。 これは 「損失の繰戻 し」(VerlustrUcktrag)と
呼ばれている。 また,当 該税額査定期間に先行する両年度の所得収入の総額が損失を補填 しう
るほど高いものではないか,ま たは,控 除可能 な損失の総額が1,000万 ドイツ ・マルクを超 え
ているときは,そ れら損失はその発生年度後の数年にわたって所得収入の総額か ら控除され る。
これ は 「損失の繰延」(Verlustvortrag)と 呼ばれている。
発生 した損失の控除については,し たが って,次 のように処理されることになる32)。
1.損 失は,ま ず,そ の発生年度 において,他 の所得収入によって補填されなければな らな
い。
2.補 填されなかった損失は,損 失発生年度の前2年 間に繰戻され,そ こでの所得収入の総
額か ら控除される。
3.損 失が1と2に よって考慮 されない限 り,そ れら損失はその発生年度後の数年にわたっ
て繰越され,そ こにおいて所得収入の総額 から控除される。それゆえ,こ れら損失 は時間
的に無限に繰越可能 となる。
ただし,所 得税法第10d条 第1項 第4文 により,納 税義務者の申請によ り,所 得税法第10d
条第1項 第1文 の適用を全部 または一部無視することがで きる。これは,納 税義務者の申請に
より,損 失の繰戻 しの全部 もしくは一部を放棄することができるということを意味 している。
この場合には,損 失の補填の後に,損 失の繰延がおこなわれることになる。その際・所得税法
第10d条 第1項 第5文 により,納 税義務者は,そ の申告書において,控 除されるべき損失の高
さと,こ の損失 を控除 しようとしている税額査定期間を記載 しなければならない。
31)Ebd.,S.74.
32)Ebd.,S.79-80.
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こう した繰延 可能 な損失 は,任 意 にこれ を後続 す る年 度 に配分 す る ことはで きない。 こ うし
た損 失 は,可 能 な限 り,た だち に控 除 されなけれ ばな らない とされて いるので あ る。 例 えば,
03年 に発 生 した損 失(こ れ は当該 年度 にお いて補 填 また は相 殺 され るこ とな く,ま た,01年 ま
た は02に おいて も控除 す る ことがで きな いのだが)は,可 能 な限 り,04年 におい て控 除 されな
ければ な らない。そ う した控除 がお こなわれた うえで,は じめて,05年 以降 にお いて,損 失 を
控 除す る ことが で きるので あ る。 したが って,原 則的 に は,す べての所得種類 か らの損失 は,
これ を補填(ま たは相殺)す るこ ともで き るし(Ausgleichsfahigkeit),ま た控除 す るこ ともで
きる(abzugsfahig)の で ある。33)。
IV.税 負債の算出
さて,う えで見た通 り,「所得収入」(EinkUnfte)の 総額か ら,特 別支出(損 失控除を含む)
と臨時的負担を減 じた ものが,「所得」(Einkommen)と なる(所 得税法第2条 第4項)。 以下
では,課 税の対象 となる所得 とそれにたいする税負担の算出が取扱われる。
(1,税率 による所 得税
所得 にた いす る課税 を考察 す る際 には,「 税率 上 の」(tarifliche)所 得税 と「確定 され るべ き」
(festzusetzende)所 得税 とが 区別 され な けれ ばな らな い。確 定 され るべ き所得税 とは,所 得税
法第2条 第6項 によ り,税 率上 の所得税 か ら,一 定の税負担 の軽減部 分 を控 除す る ことに よ り
生 じる もので ある。 その際,こ の税率上 の所得税 の算定 の出発点 をなすの が,課 税対 象 となる
所 得 で ある。 この租税 は,測 定 基礎 に税 率 を適用 す るこ とに よ り生 じる34)。
通常 の場合 には,所 得税法第32a条 の 「普通税 率」(Normaltarif)が 適用 され る。 この普通
税 率 は さ らに 「基礎 税率 」(Grundtarif)と 「分割税率 」(Splitingtarif)に 区分 され る。前 者 は
「個別 税額査 定」(Enzelveranlagung)と 「分離税 額査定」(getrennteVeranlgung)に際 して
適 用 され,後 者 は夫婦 の 「合算税 額査定 」(Zusammenveranlagung)に際 して適用 され る。
さて,所 得税率 を定 めてい る所得税 法第32a条 によれ ば,課 税 の基礎 とな る税 率 は,測 定基
礎 の高 さに した がって,四 つの税 率帯 が設 けられ,そ れ ぞれ にた い して独 自の税率公 式が適用
されx。 現在 で は,以 下の ものが適用 され ている35)。






15,616以 下(基 礎 免 除 額)0%
25,617以 上8,153以 下19%一 定
0.19・x-1,067





y:課 税所得の端数切捨額の うち8,100DMの1万 分の1を 超 える部分
に19%の 一定の限界課税に服する帯域が くる。この課税 されるべき所得が8,153DMの 金額を
超 えるときは,「累進課税」(Steuerprogression)が 実施 される。すなわち,課 税されるべ き所
得が増加するにつれて,限 界税率が上昇するのである。そ して約120,000DMを 超 える部分に
ついては,一 律53%の 税率での課税が行われる。測定基礎のそれぞれ最後の単位に課せ られる
税率である,限 界税率はまず0%か ら始 まり,次 いで19%と な り,そ れから連続的に53%ま で
上昇 し,そ して最終的にこの率で一定 となるのである36}。
「分割税率法」(Splitting-Verfahren)と は,夫 婦について,共 通して課税 される所得の半分
にたいして生じる税額 を2倍 した ものをもって所得税 とする方法である(所 得税法第32a条 第
5項)。 この方法によれば,夫 婦の課税対象所得がまず半分に分割される。そのうえで,こ れに
たい して生 じる税額が計算され,こ の税額を2倍 した額が夫婦の税額 とされる。異 なる高さの
所得を得ている夫婦で,一 方の課税対象所得が累進領域 にあるような場合には,こ の方法を用
いることによって,税 の累進性が緩和 され るとい うメ リッ トが生じる37)。
(2)累進性の留保
「累進性の留保」(Progressionsvorbehalt)と は,課 税を免除されていない所得収入か ら生じ
る課税対象所得が,免 税の所得収入を加算 した ときに適用される税率で課税されることを意味
する(所得税法第32b条 第2項 第2号)。 それゆえ,こ の課税対象所得 にたいしては,普 通税率
ではな く,特 別の税率が適用されることになる(所 得税法第32b条 第1項)。 その際問題 とな
る免税の所得収入 として,所 得税法第32b条 第1項 は,失 業保険給付金および失業補助金,疾
36)Ebd.,S.82.
37)Ebd.,S.82.
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病保険給付金および産休手当,早 期退職手当,二 重課税防止協定 により免税 となる外国で得た
所得収入 をあげている。
この累進性の留保 は,免 税の所得収入を得ている納税義務者 と納税義務のある所得収入だけ
を得ている納税義務者 とを 「等しい累進性」(gleicheProgression)に 服させようとするもので
ある38)。
(3)確定されるべ き所得税
「確定 されるべき所得税」(festzusetzendeEinkommensteuer)と は,税 額査定期間につい
て,納 税義務者が最終的に負う所得税である。 これは 「年度税負債」(Jahressteuerschuld)と
も呼ばれている。それは税率表 に基づいて計算された所得税額 から減免税額を控除 したもので
ある(所 得税法第2条 第6項)。
どのような税の減免が行われるかについては,所 得税準則第4条1項 か ら明らかになる。そ
こで掲 げられている税の軽減措置のうち,重 要な ものは,所 得税法第34c条 第1項 による,「外
国で支払った租税についての税額控除」(AnrechnungauslandischerSteuern)と 所得税法第34
f条 による扶養児童控除(一 人にっき1,000DM)で ある。なお,外 国で支払った租税の取扱い
については,別 稿を予定しているので,こ こでは立ち入 らない。





b)累 進性の留保(所 得税法第32b条)ま たは税率の区分を適用した場合 に生 じる税率による
2.+所 得税法第34条,第34b条,第34c条第4項 による計算に基づ く租税
3.=税 率表 による所得税(所 得税法第32a条 第1項,第5項)
4.一 所得税法第34c条 第1項 および外国税法第12条 による外国の租税
5.一 所得税法第34e条 による農林業者 にたいす る租税軽減
6.一 ベル リン開発促進法第21条,第31条 第14a項 による(西)ベ ルリンで生 じた所得収入
にたいする租税軽減





8.一 児童 を有する納税義務者が住宅にたいして加速償却を行 った場合の租税軽減 または自己
使用の住居にたいする租税軽減(所 得税法第34f条 第1項,第2項)
9.一 政見および独立の選挙人団体にたいする会費および寄付 についての租税軽減(所 得税法
第34g条)
10.一 所得税法第34f条 第3項 による租税軽減
11.一 相続税負担に際しての租税軽減
12.+所 得税施行規則第30条,第3]条 による戻 し税
13.二 確定されるべき所得税(所 得税法第2条 第6項)
V.徴 税
「年度税負債」(Jahressteuerschuld)は,税 額査定期間すなわち暦年の経過 とともに発生し
(所得税法第36条 第1項),原 則的には,税 額の査定を通 じて確定 されかつ徴収される。その
際,所 得税法第36条 第2項 により,こ の年度負債から,.当該税額査定期間 について納付された
所得税の「前払い分」(Vorauszahlungen),「 税控除」(Steuerabzug)に よって徴収 された所得
税および 「税額控除可能な法人税」(anrechenbareK6rperschaftsteuer)が 控除される。 これ
らの金 額 を年度 負債 か ら控除 した後 に,納 税義 務者 にた い して,「最 終 的 な支 払額」
(AbschluBzahlung)か または「債権」(Guthaben)が 生 じる。そして この最終的な支払額が税
額査定書の公示後一カ月以内に納付 されなければならないとされているのである(所 得税法第
36条 第4項)。 さらに,納 税義務者は,5月10日,6月10日,9月10日お よび12月10日 に,
現税額査定期間に負担が予想 される所得税 についての 「前払額」(Vorauszahlungen)を 納付し
なければならないのである(所 得税法第37条 第1項)。
この ようにして,税 の徴収がお こなわれるのである40)。
以上にみたごとく,租 税現象は,経 済的諸条件 によって制約されつつも,商 法,税 法,税 務
準則お よび税務判決 といった制度的枠組のなかで,用 語 と数か らなる会計のメカニズムをつう
じて,社 会的に合意 されたもの として成立せ しめられるのである。
(1997年11月)
40)Schneeloch,Dieter,BesteuerungundbetrieblicheSteuerpolitik,Band1:Besteuerung,a.a.0.,S.
87.
